
食 の 安 全 推 進 課  

令 和 ６ 年 ２ 月  

 

令和６ 年度新潟市食品衛生監視指導計画（ 素案） の策定について 

 

本市では，「 新潟市食の安全基本方針」 を策定し ， 生産から 消費までの全ての段階で

食の安心・ 安全を確保するための総合的な取り 組みを進めています。  

こ の度， ４ 月から の１ 年間に実施する食品営業施設への監視指導などをまと めた

「 令和６ 年度新潟市食品衛生監視指導計画（ 素案）」 を策定し ， ２ 月２ １ 日まで市民の

皆様から 意見を募集（ パブリ ッ ク コ メ ント の実施） し ています。  

 ３ 月７ 日に開催さ れる食の安全意見交換会では， その結果も 併せて改めて説明いた

し ます。  

 

○前年度計画から の主な変更点について 

１ ． はじ めに  

 

はじ めにの本文に， 前年度と の変更点を加え， わかり やすい内容にし まし た。  

 

２ ． 重点的な監視指導事項について  

 

（ １ ） 監視指導が必要な施設への重点指導 

    昨年度全国的に食中毒等の事件が多く 発生し たこ と を踏まえ、 市内において

食中毒を発生さ せた施設や苦情、 自主回収等があり 監視指導が必要な施設を重

点監視施設に設定し まし た。  

 

（ ２ ） 食肉を取り 扱う 施設への重点指導 

食中毒の原因と なり やすい原材料の食肉と すぐ に食べる こ と のでき るそう ざ

い等の食品が交差汚染する おそれのある施設を 重点監視施設に設定し ていまし

たが、 今年度はさ ら に、 食肉処理や食肉製品製造業等を行う 施設に拡充し 、 重点

監視施設に設定し ます。  

 

３ ． 監視指導事項について   

 

（ １ ） 収去検査等の実施 

Ｈ Ａ Ｃ Ｃ Ｐ に沿っ た衛生管理の制度化に伴い、自主検査の実施を衛生管理計画に

盛り 込むこ と と なっ たため、 実態に合わせて収去検査数を縮小し 、 Ｈ Ａ Ｃ Ｃ Ｐ に関

する監視指導や助言等の支援を強化し ます。  

 

４ ． その他  

 

資料２  
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１  

はじめに 

 

食生活の多様化、 食品流通のグローバル化、 健康意識の高まり などを背景と し て、『 食の安

全性』 に対する消費者の関心は非常に高く なっ ています。  

新潟市では、 令和２ 年３ 月に『 新潟市食の安全基本方針』 の第三次改定が行われ、 食の安

心・ 安全確保の取り 組みについて、 より 実態に即し た各種施策の方向性を示し 、 それに基づ

いた取組みを行っ ています。  

また、 平成３ ０ 年６ 月に食品衛生法[ ※１ ]が大幅に改正さ れ、 原則すべての食品等事業者[ ※２ ]

は H ACCP[ ※３ ]に沿っ た衛生管理が義務付けら れるなど、 食の安全性確保に向けて大き く 変

化する時期を迎えています。  

その中で、 食の安全性を確保するために重要なこ と は、 消費者・ 食品等事業者・ 行政のす

べてが、 それぞれの役割を果たし ながら 連携・ 協力するこ と です。  

本計画は、『 食品衛生法』 及び『 新潟市食の安全基本方針』 に基づき 、 食品衛生の監視指導

における具体的な取組み・ 施策についてまと めたも のであり 、 アンケート などで寄せら れた

市民意見や最近の食に関する諸問題、 社会状況などを踏まえて策定し ています。  

今年度の計画は、 昨年度の計画を基に、 全国的に食中毒の事例が発生し ている こ と を踏ま

え、 昨年度に有症苦情等があり 監視指導が必要な施設に対し 重点的な監視指導を行います。

また、 食肉を原因と する食中毒対策と し て食肉販売業と そう ざい製造業等のう ち交差汚染の

恐れのある施設や食肉処理業を行う 施設に対し て重点的に衛生指導を行います。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

家庭における 食中毒予防など 食

品衛生に関する 正し い情報の収

集に努め、 よ く 理解し 活用する

と と も に、 食品衛生行政へ意見

を表明する。  

 

消費者 

食の安全性確保のための役割 

新潟市 

食の安全性を 確保する 第一義

的責任を 有し ている こ と を 認

識し 、 各工程で適切な措置を

講じ て安全な食品等を 提供す

る。また、適正な表示等により

消費者に向けて正確な情報を

提供する。  

 

食品などの監視指導、消費者・

食品等事業者と の意見交換、

食品衛生知識の普及啓発など

について、 市の実情に沿っ た

食の安全性確保のための施策

を実施する。  

 

食品等事業者 



２  

 

 

 

 

 

令和５ 年度に実施し た食の安心・ 安全アンケート 調査（ イ ンタ ーネッ ト 調査） の結果は、

以下のと おり でし た。  

 

 

 

 

 

食の安全に対し「 関心がある」 または

「 どち ら かと いえば関心がある 」 と 答

えた人は、 87. 4%（ 回答者数 500 人） で

し た。  

「 関心がある」 または「 どちら かと い

えば関心がある 」 と 答えた人が特に関

心がある事項は、「 食中毒」、「 飲食店等

の衛生管理」、「 農薬や食品添加物」、「 輸

入食品」、「 食品表示」 の順に多い結果で

し た。  

 

 

 

 

 

新潟市内で購入する（ 食べる・

利用する）食品について、「 安全だ

と 思う 」 または「 どちら かと 言え

ば安全だと 思う 」 と 回答し た人を

合わせた割合は約９ 割、94. 6%（ 回

答者数 500 人） でし た。  

 

 

 

 

 

 

 

 

第１  食の安心・ 安全に関する 
市民アンケート の結果 

    食の安全に対する関心度 
 

１  

   新潟市における食品の安全性の認識 
 

２  

安全だと 思う

20. 4%

どちら かと 言えば安

全だと 思う

74. 2%

どちら かと 言えば安全と

は思わない

2. 4%

安全だと は思わない

3. 0%

1.6%

8.0%

19.2%

31.6%

32.5%

47.8%

54.5%

57.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

あてはまるものはない

ゲノム編集食品

遺伝子組換え食品

食品表示

輸入食品

農薬や食品添加物

飲食店等の衛生管理

食中毒



３  

 

 

 

最近の食中毒事例や不適正事例、 アンケート の結果などを参考に重点的に監視を実施する

事項を掲げ、 食の安心・ 安全を確保し ます。  

 

 

 

（ １ ）  H A CCP に沿っ た衛生管理の推進強化 

令和 3 年 6 月 1 日をも っ て食品衛生法改正によるＨ Ａ Ｃ Ｃ Ｐ に沿っ た衛生管理

に関する 経過措置期間が終了し たため、 食品等事業者に対し てＨ Ａ Ｃ Ｃ Ｐ に沿っ

た衛生管理の導入状況を 確認すると も に、取り 組みが不十分な施設には、適切に助

言・ 指導を行います。  

◆営業許可更新に係る施設立入の際に、 衛生管理計画の作成状況や記録等を確認し 、 施

設の導入水準に合わせた支援を行う こ と で衛生管理体制強化を図り ます。  

 

（ ２ ） 監視指導が必要な施設への重点指導 

昨年度に食中毒を 発生さ せた施設や苦情、 自主回収等があり 監視指導が必要な

施設について重点的な監視指導を 実施し ます。  

◆H ACCP に沿っ た衛生管理の運用状況の確認し 、 一般衛生管理を含む衛生管理全般の

助言・ 指導を行います。  

◆昨年度に行政処分を行っ た施設に対し て改善状況を確認し ます。  

 

（ ３ ） 食肉を取り 扱う 施設への重点指導 

食中毒の原因と なり やすい原材料の食肉と すぐ に食べるこ と のでき るそう ざ

い等の食品が交差汚染するおそれのある施設や食肉処理等を 行う 施設に対し 、

重点監視指導を 実施し ます。  

 

◆H ACCP に沿っ た衛生管理の運用状況の確認し 、 一般衛生管理を含む衛生管理全般の

助言・ 指導を行います。  

◆食肉処理施設における微生物汚染の防止を徹底さ せます。  

 

（ ４ ） 流通拠点における食肉の衛生対策 

安心・ 安全な食肉を供給するため、 食肉センタ ー事業者が実施する H A CCP に

基づく 衛生管理について外部検証を行い、 衛生確保を 図り ます。  

◆事業者作成の衛生管理計画が適切に運用さ れているこ と を 、 現場検査や書類検査を 行

い確認し ます。  

◆定期的に枝肉[※４ ]の微生物検査を行い、 衛生管理の実施状況の効果を評価し ます。  

    重点的な監視指導事項 １  

第２  重点的な監視指導事項と  
         立入監視検査計画 



４  

 

 

１ の重点的な監視指導事項を踏まえ、 監視指導対象施設及び監視予定回数を 設定し 、 立

入検査を効率的かつ効果的に実施し ます。  

 

対象区分 監視ランク 対象施設詳細（監視予定回数） 施設数 

重点監視 

施設 
Ⅰ 

ア 
HACCP に沿った衛生管理推進

強化施設（年１回以上） 

約 1、500 

施設 

イ 
昨年度に苦情等があり監視指

導が必要な施設（年１回以上） 

ウ 
前年度に行政処分を受けた施

設（年１回以上） 

エ 
食肉の衛生対策強化施設 

（年１回以上） 

巡回施設 Ⅱ 

ア 
輸出・広域流通食品取扱施設

（年１回以上） 

約１２０ 

施設 
イ 

定期的な監視を要する飲食店

営業・そうざい製造業・集団給

食施設[ ※５ ]（年１回以上） 

ウ 
認定小規模食鳥処理場  

（年１回以上） 

流通拠点等 
その

他 

ア 
食肉センター（常時） 

中央卸売市場（必要に応じて） 
― 

 イ 
上記に該当しない施設及び臨

時営業等（必要に応じて） 
― 

 

 

  

    立入監視検査計画 

 

２  



５  

 

 

重点的な監視指導事項のほか、 基本的な食中毒対策や食品表示の適正化について、 日常的

な立入検査や一斉取り 締まり 等の中で実施し ていき ます。  

 

 

 

◆感染性の強いノ ロウイ ルス [ ※６ ]対策を中心に、手洗いの徹底等の食中毒対策の実施状況

について、 監視指導を行います。  

◆給食施設や大量調理施設を対象に、 運営実態に応じ 、 業界団体が策定し た手引書又は

大量調理施設衛生管理マニュ アル[ ※７ ]に基づいた監視指導を行います。  

◆『 新潟市ふぐ の取扱いに関する要綱』 に基づき、 新たに創設さ れたふぐ 処理責任者[ ※８ ]

認定試験制度を 適正に運用する と と も に、 除毒処理さ れていないふぐ の消費者への販

売禁止等、ふぐ の適切な取扱いについて監視指導を行います。また、講習会やホームペ

ージにより 、 ふぐ に関する正し い知識の普及・ 啓発を図り ます。  

◆刺身など生食と し て提供する魚介類について、 アニサキス・ ク ド アなどの寄生虫によ

る食中毒を防止するため、 鮮度確認及び目視確認等、 適切な取り 扱いについて監視指

導を行います。 また、 消費者へ注意を促すための取り 組み（ 注意喚起の掲示や表示） に

ついて営業者と 協力し ながら 、 寄生虫対策に関する知識の普及・ 啓発を図り ます。  

 

◆野生鳥獣肉（ ジビエ） の適切な取扱いについて啓発を行います。  

 

 

 

１ ） 農畜水産物等の残留農薬などの検査 

◆食品の安全性について特に関心がある農薬の残留について、 市内産の農産物を 中心に

輸入農産物についても 検査を行います。  

◆畜水産物等については、 動物用医薬品[ ※１ ０ ]の残留検査を行い、 安全性を 確認し ます。 

２ ） 加工食品の食品添加物や施設の衛生状態などの検査 

◆食品の安全性について特に関心がある輸入食品については、「 輸入加工食品」 の食品添

加物検査を今年度も 引き続き 実施し ます。  

◆食品の安全性について特に関心がある食中毒を防止するため、 食品衛生法に基づく 規

格基準[ ※１ １ ]の検査の他に、『 新潟県食品の指導基準』 に基づく 検査等を実施し ます。  

◆施設の衛生状態を確認するため、 施設の簡易ふき と り 検査キッ ト による検査等を実施

し ます。  

◆検査品の表示内容について、 必要により 指導をし ます。  

 

 

    食中毒対策 １  

    収去検査[※９ ]等の実施 

 

２  

第３  監視指導事項 



６  

 

 

１ ） アレルゲンの使用状況と アレルゲン表示の確認 

◆アレルゲンの表示欠落による健康被害の発生を防止するため、 卵・ 乳・ 小麦・ えび・ か

に・ そば・ 落花生・ く るみの８ 品目について検査などを実施し 、 適正に表示さ れている

か確認し ます。  

◆アレルゲンの混入防止策の徹底を指導し ます。  

◆アレ ルゲン対応食の提供およ びアレルゲン表示を 行っ ている飲食店等について、 原材

料の確認などが適切に実施さ れているか確認し ます。  

２ ） 表示の確認 

◆食品表示法[ ※１ ２ ]に関する表示事項について、 販売店や製造所等を中心に表示の確認を

行います。特に期限表示、原産地表示、栄養成分表示など消費者を誤認さ せる表示がさ

れていないか確認し ます。  

 

 

 

◆夏期や年末には、 より 一層の安全性確保を図る必要があるこ と から 立入監視検査を 強

化し ます。  

（ １ ） 実施時期 

夏    期： 令和６ 年７ 月１ 日から ８ 月３ １ 日まで 

年  末： 令和６ 年１ １ 月２ ０ 日から １ ２ 月２ ８ 日まで 

（ ２ ） 実施方法 

  厚生労働省及び消費者庁が示す方針を 踏まえ、 集中的に監視指導が必要と 考え

ら れる施設（ 業種） などを選定し て立入監視検査を行い、食品の表示や保管状況

などを 確認する と と も に、 収去検査や簡易ふき と り 検査キッ ト による検査等を

併せて行います。  

  ノ ロウイ ルスやカ ンピロバク タ ー[ ※１ ３ ]、腸管出血性大腸菌[ ※１ ４ ]の食中毒予防対

策を重点的に行います。また、オード ブルやおせち料理など大量調理を行う 施設

に対し て立入監視検査を行い、 食中毒予防について啓発し ます。  

  実施状況について、 ホームページで公表し ます。  

 

 

 

 

◆イ ンタ ーネッ ト 等の手段により 広告・ 通信販売を行っ ている食品関連施設を対象に、  

ウェ ブページ等の掲載情報の監視を行い、 必要に応じ て適切に指導し ます。  

◆新たに創設さ れた食品の営業届出制度[ ※１ ５ ]の周知に努め、 届出を促し ます。  

◆子ども 食堂について、関係機関と 協力し ながら 、実態把握に努め、衛生管理に関する助 

言を行います。  

    一斉取締り  
 

４  

    食品表示対策 ３  

    その他 
 

５  



７  

 

 

 

 

１ ） 保健所 食の安全推進課 
◆食品営業施設及び給食施設などの監視指導、 食品の検査、 表示の指導及び食中毒の原

因調査などを行います。  

◆消費者や食品等事業者向けに食品衛生講習会を開催し 、 食中毒予防などの食品衛生に

ついて情報提供・ 普及啓発を行います。  

◆新潟市中央卸売市場の監視指導については早朝から 出向き 、 食品の取扱い状況や表示

確認、販売施設の衛生管理状況について、大量に販売・ 消費さ れる前の水際での監視指

導を行い、 更に不良食品を 発見し た場合には速やかに市場から 流通し ないよう 措置し

ます。  

 

２ ） 食肉衛生検査所 
◆新潟市食肉センタ ーに搬入さ れる牛や豚などについて『 と 畜場法』 に基づいた疾病検

査を全頭行います。  

◆食肉センタ ーにおける H ACCP に基づく 衛生管理について、 外部検証を行います。  

◆動物用医薬品の残留検査を実施し 、 不適正な食肉の流通を未然に防止し ます。  

◆伝達性海綿状脳症（ TSE [ ※１ ６ ]） 対策と し て、 解体作業における特定部位[※１ ７ ]の確実な

除去管理について監視指導すると と も に、牛・ めん羊・ 山羊のスク リ ーニング検査を必

要に応じ て実施し ます。  

 

【 監視指導の実施体制】  

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

西区 

北区 
東区 

西蒲区 

南区 

秋葉区 

江南区 

中央区 

第４  監視指導の実施体制 

    食の安全性確保に係る機関 １  

食の安全推進課  ２ ５ 名 

新潟市中央区紫竹山 3 -3 -1 1  

総合保健医療センタ ー ３ 階 

衛生環境研究所  １ ４ 名 

新潟市西区小新２ １ ５ １ －１  

食肉衛生検査所 ２ １ 名 

新潟市西区中野小屋１ ６ ３ １  



８  

関 係 各 課 

保健衛生部 

連 携 

食の安全推進課 
・ 食品営業施設等の監視指導 

・ 違反食品・ 食中毒の調査 

・ 給食施設等の監視指導  

・ 食の安全に関わる相談等  

・ 中央卸売市場における監視指導 

新 潟 市 

関係自治体 

農林水産省 

北陸農政局新潟県拠点 

独立行政法人農林水産消費安全技術センタ ー 

厚生労働省 

関東信越厚生局 

新潟検疫所 

消費者庁 

衛生環境研究所 
・ 食の安全性確保に関する 試験検査

及び調査研究 

食肉衛生検査所 
・ と 畜検査、 食肉センタ ーの監視指導 

・ 食肉の安全性確保に関する試験検査 

 

３ ） 衛生環境研究所 
◆食の安全性確保に関する施策に資する試験検査と 調査研究を行います。  

◆新たな技術の導入に努めると と も に検査手法の検討を 行う など、 試験検査体制を充実

し 、 迅速・ 正確な検査を実施し ます。  

◆調査研究の成果は関係各課へ適切にフ ィ ード バッ ク し ます。  

◆ホームページにより 、 食に関する知識・ 情報の普及、 提供及び啓発を行います。  

 

 

 

◆生産から 流通・ 消費の各段階において、 食の安心・ 安全を確保するため、 農水部門、 消

費生活センタ ー、 教育委員会など関係各課で連携し て食の安心・ 安全を推進する体制

の充実を図り ます。  

◆広域流通食品[ ※１ ８ ]・ 輸入食品の違反発見や広域的な食中毒事案の発生・ 拡大防止のた

め、 法に規定さ れる「 広域連携協議会[ ※１ ９ ]」 を活用し ながら 国の関係機関や関係する

自治体と 緊密な情報交換や連携を図り 、 迅速かつ的確に対応し ます。  

 

【 新潟市と 関係部局と の連携】  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    関係部局と の連携確保 ２  



９  

 

 

 

◆違反食品、 不良食品の流通防止を図り ます。  

◆『 食品衛生法』 及び『 食品表示法』 に基づく 収去検査を実施し 、『 新潟県食品の指導基準』

等に基づく 指導を実施し ます。  

◆衛生指導のため、 施設の簡易ふき と り 検査を実施し ます。  

検査内容と 食品の種類 検体予定数※ 

◎食品衛生法に基づく 収去検査 

１ ． 流通食品の成分規格[※２ ０ ]検査 

2 4  

魚介類及びその加工品 魚肉練製品 

肉類及びその加工品 食肉製品 

乳類及びその加工品 牛乳、 加工乳、 乳酸菌飲料、 発酵乳、 乳飲料、 アイ スク リ ーム類、 氷菓  

その他の食品 清涼飲料水 

２ ． 流通食品の添加物検査 

4 6  

 

魚介類及びその加工品 魚肉練製品、 魚卵 

肉類及びその加工品 食肉製品 

乳類及びその加工品 乳酸菌飲料、 発酵乳、 乳飲料、 アイ スク リ ーム類、 氷菓  

野菜類及びその加工品 漬物、 浅漬、 味噌、 醤油、 輸入農産物 

その他の食品 清涼飲料水、 輸入加工食品 

３ ． 流通食品の残留農薬検査（ ３ ４ ０ 項目）  
3 1  

野菜理及びその加工品 国産農産物、 輸入農産物 

４ ． 流通食品の残留動物用医薬品検査 

６  魚介類及びその加工品 魚介類（ さ け目）  

肉類およびその加工品 輸入食肉 

◎食品表示法に基づく 収去検査 

１ ． アレ ルゲンを 含む食品の検査 
1 2  

その他の食品 加工食品 

２ ． 流通食品の添加物検査 

4 8  

魚介類及びその加工品 魚肉練製品、 魚卵 

肉類及びその加工品 食肉製品 

乳類及びその加工品 乳酸菌飲料、 発酵乳、 乳飲料、 アイ スク リ ーム類、 氷菓  

野菜類及びその加工品 漬物、 浅漬、 味噌、 醤油、 輸入農産物 

その他の食品 清涼飲料水、 輸入加工食品 

◎新潟県食品の指導基準に基づく 指導を行う ための収去検査等 

野菜類及びその加工品 漬物、 浅漬、 豆腐 
5 6  

その他の食品 生菓子、 弁当・ そう ざい 

衛生指導 調理器具・ 調理機器・ 手指のふき と り  1 2  

※検体数は延べ件数 

第５  食品等の検査 

    保健所による検査等 １  



１ ０  

◆新潟県食品の指導基準に基づく 指導を行う ための収去検査等は、 監視指導の一環で必要

に応じ て実施するこ と から 、「 検体予定数」 は目安です。  

◆収去検査の検体数は、 その食品を製造する施設数やこ れまでの実績等を基に決定し てい

ます。 また、 対象食品については、「 第３ 監視指導事項 ２ 収去検査等の実施」（ ５ ペー

ジ） に記載の内容を考慮し て選定し ます。  

◆収去検査を実施する際には、 次の点に留意し て行います。  

（ １ ） 製造者、 販売者などの立会いのも と 食品衛生監視員[ ※２ １ ]が収去証を交付し ます。  

（ ２ ） 違反発見時の対応と し て、 食品の生産地、 生産者、 製造日、 記号番号（ 特に農産物で

は生産農場番号） など、 迅速な調査を行う ために必要な情報の確認と 記録を確実に行

います。  

（ ３ ） 検体の採取量については、 試験検査における必要最小限と し ます。  

（ ４ ） 検体の採取・ 搬送や試験検査は、「 新潟市食品衛生検査業務管理要綱」 及び「 農薬等

の危機管理マニュ アル」 に基づいて精度管理を行い、 適切かつ迅速に行います。  

（ ５ ） 検査結果は定期的にホームページで公表し ます。  

（ ６ ） H ACCP に沿っ た衛生管理の制度化に伴い、 自主検査の実施など必要な措置を衛生

管理に盛り 込むこ と が必要になっ たため、 行政が行う 収去検査は H ACCP プラ ンの中

での「 外部検証」 と し て位置づけら れます。  

 

 
 

◆食肉センタ ーにおいて、 枝肉の衛生検査や残留動物用医薬品検査を行い、 食肉への微生

物の汚染防止や動物用医薬品の残留防止を図り ます。  
 

【 枝肉の衛生検査】  

分類 検査項目 検査件数 

食肉センタ ーの衛生検証（ 豚枝肉）  微生物 3 0 0  

食肉センタ ーの衛生検証（ 牛枝肉）  微生物 1 0 8  

腸管出血性大腸菌対策（ 牛枝肉）  腸管出血性大腸菌 全頭 
 

【 残留動物用医薬品検査】  

分類 検査頻度 検査回数 

残留スク リ ーニング検査 

（ 治療薬の残留確認）  
疾病を疑っ た全頭 随時             

独自モニタ リ ング検査 

（ 適正飼養の検証）  

肥育豚・ 繁殖豚 各月 1 回 2 4  

牛 月 1 回 1 2  

厚生労働省モニタ リ ング検査 

（ 通知に基づく 実態調査）  

豚 四半期毎 8  

牛 四半期毎 8  

 

◆食鳥処理場において、 食鳥と たい・ 施設等のふき と り 検査を行い、 衛生管理状況を確認

し て指導を実施し ます。  
 

【 食鳥と たい・ 施設等の衛生検査】  

分類 検査項目 検査件数 

食鳥処理場の衛生検証 微生物 5 0  

    食肉衛生検査所による検査 ２  



１ １  

 

 

 

 

◆規格基準等の違反を発見し た場合は、原因の究明と と も に、廃棄、回収などの措置を速

やかに講じ て違反食品の流通及び使用の防止を図り ます。  

◆必要に応じ て営業の禁止、 停止又は許可の取消の処分を行います。  

◆違反が広域流通食品や輸入食品の場合は、 国、 関係自治体と 連携し て対応し ます。  

◆立入監視検査により 公衆衛生上必要な措置に係る基準[ ※２ ２ ]あるいは施設基準[ ※２ ３ ]の

違反を発見し た場合は、改善について指導を行う ほか、改善報告書などの提出を求め、

改善後の確認を行います。  

 

 

◆食品衛生上の危害の発生を防止するため、 食品衛生法に違反し た者（ 行政処分を受け

た者）、 また、 食品表示法に違反し た者（ 指示・ 命令を受けた者） の名称などを報道機

関やホームページを通じ て公表し ます。  

＊ただし 、 違反が軽微であっ て、 直ちに改善が図ら れた場合は除き ます。  

  

 

◆食品等事業者が製造、加工、販売し た食品について、消費者から の健康被害情報や食品

衛生法違反の情報を得た場合は、 保健所へ報告するよう 指導し ます。  

◆食品衛生法の改正により 、 指定成分等含有食品による健康被害情報や食品等の自主回

収についての届出制度が創設さ れたこ と から 、 ホームページ等を通じ て営業者に周知

すると と も に、 適正な制度運用について指導し ます。  

 

 

 

◆保健所は健康被害を最小限に抑えるため、 ２ ４ 時間３ ６ ５ 日体制で、 健康被害の対応

及び食品等事業者から の報告に対応し ます。  

◆食中毒に関し ては、「 新潟市食中毒処理対策要綱」 に基づいて、 原因究明調査と 事件概

要の報道発表を 迅速に行い被害の拡大防止に努めると と も に、 市報・ ホームページな

どにより 市民に向けて注意喚起し ます。  

◆薬物などによる化学物質中毒に関し ては、 早期に探知し 、 被害拡大防止対策を 速やか

に講じ る必要があるため、 迅速に国へ報告し 、 医療機関や警察など関係機関と 連携し

ながら 、 早期に原因究明を図り 、 拡大防止に努めます。  

◆広域的な食中毒事案発生時には、法の規定する「 広域連携協議会」 を活用し 、 関係する

自治体や国と 、 食中毒の原因調査やその結果等の情報を 共有し ながら 、 食中毒患者等

の広域にわたる発生やその拡大防止に努めます。  

 

第６  違反を 発見し た場合の対応 

    規格基準等の違反発見時の措置 １  

    法に違反し た者の名称、 対象食品、 対象施設などの公表 ２  

    食品等事業者の報告義務 ３  

第７  食中毒など健康被害発生時の対応 



１ ２  

 

 

 

１ ） 食品等事業者への指導・ 支援 
◆食品等事業者の開催する食品衛生講習会に職員を 派遣し 、 自主衛生管理の徹底を指導

し ます。  

◆各テーマに沿っ た下記の講習会を新潟シティ チャ ンネル（ YouTube 動画） で配信し 、

食品等事業者や調理従事者の知識の向上を図り ます。  

  ・ 食中毒予防 

  ・ H ACCP の考え方を取り 入れた衛生管理 

  ・ 食品表示法に基づいた表示の基礎 

◆衛生管理に関する個別の相談に応じ 、 啓発資料等を提供し て自主衛生管理体制の強化

を支援し ます。  

◆衛生指導の一環と し て、 測定器を用いたふき と り 検査を適宜実施し 、 事業者の衛生意

識の改善を促し ます。  

 

２ ） H ACCP の考え方を 取り 入れた衛生管理の推進 
◆H ACCP に沿っ た衛生管理を食品等事業者が自ら 円滑に行えるよう に、 業界団体が策

定し た手引書の具体的な活用方法を 、 研修会や施設監視時において手厚く 助言を 行い

ます。  

 

３ ） 新潟市食品衛生協会の食品衛生事業への支援 
◆新潟市食品衛生協会[ ※２ ４ ]による食品衛生事業を推進するため、食品衛生指導員[ ※２ ５ ]に

よる巡回指導に参加する他、 食品衛生指導員研修会などで講習を行います。  

 

４ ） 中央卸売市場における指導・ 支援 
◆青果等販売業及び魚介類販売業の施設に対し 、 手引書の具体的な活用方法を助言、 指

導するこ と で H ACCP の考え方を取り 入れた衛生管理を推進し 、 簡易ふき と り 検査キ

ッ ト 等による検査を行い、 自主衛生管理体制を強化し ます。  

 

５ ） 食肉センタ ーにおける指導・ 支援 
◆より 衛生的な食肉を供給するため、 食肉センタ ーの H ACCP に基づく 衛生管理につい

て、 検証、 指導、 助言を行います。  

◆食肉の処理に係る衛生度を検証し 、 的確な衛生指導を行います。  

  

第８  自主衛生管理体制の強化 
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◆食の安全性確保に関する最新の知識や情報を習得するため、 各種研修会に積極的に参

加し ます。  

◆調査研究を積極的に行い、 成果を研修会などで発表し ます。  

（１）国及び全国食品衛生監視員協議会などが主催 

全国食品衛生監視員研修会及びブロッ ク 研修会、関東ブロッ ク 農薬検査担当者研修

会、 食肉衛生技術研修会、 地方衛生研究所全国協議会研修会 他 

（２）県と合同で開催 

食品衛生監視員・ 環境衛生監視員合同研修会、 食肉衛生検査職員研修会 

（３）保健所内部で開催 

内部研修（ 伝達講習）、 所内研修会 

 

 

   

１ ） 食品衛生責任者 
◆食品衛生責任者[ ※２ ６ ]が食品衛生に関する 知識を 習得する こ と を 目的と し て開催さ れ

る講習会に協力し 、 食品衛生責任者の資質の向上を図り ます。  

（１）食品衛生責任者養成講習会（公益社団法人新潟県食品衛生協会主催） 

  食品衛生責任者と し て初任時に受講する講習会 

（２）食品衛生責任者実務講習会（公益社団法人新潟県食品衛生協会主催） 

  食品衛生責任者と し て最新の知見を習得するため 4 年毎に受講する講習会 

 

２ ） ふぐ 処理責任者 
◆ふぐ 処理責任者認定試験において、 実施主体と なる公益社団法人新潟県食品衛生協会

に協力し 、 試験制度の円滑な運営を図り ます。  

 

３ ） 食品衛生指導員 
◆食品衛生指導員を 養成するための食品衛生指導員養成講習会（公益社団法人新潟県食

品衛生協会主催） 及び食品衛生指導員の資質向上を 図る食品衛生指導員研修会（ 新潟

市食品衛生協会主催） に協力し 、 食品衛生指導員の資質の向上を図り ます。  

◆新潟市食品衛生協会が児童向けに開催する手洗い教室の講師を担当する食品衛生指導

員に対し 、 必要に応じ て教育のための講習会を開催し 、 協力し ます。  

  

第９  人材育成・ 資質向上 

    職員の資質の向上 １  

    食品衛生責任者などの養成及び資質の向上 ２  
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本市の実情に沿っ た監視指導を効果的・ 効率的に実施するため、食の安心・ 安全に関わ

るアンケート の実施や意見交換会などの場を通じ て、 市民ニーズの把握に努めます。  

 

 

 

１ ）『 さ わやかト ーク 宅配便（ 出前講座）』 への職員派遣 
◆食の安全推進課では、団体・ グループなどから 依頼を受けて職員が出向き 、『 食の安心・

安全について』『 食中毒を防ぎまし ょ う 』 と いう テーマで説明すると と も に、 意見交換

も 行います。  

◆食肉衛生検査所では、『 学んでみよう「 お肉ができ るまで」』 と いう テーマで、 食肉衛生

と 命への感謝について啓発を行います。  

２ ）「 食の安全意見交換会[※２ ７ ]」 における意見交換 
◆「 食の安全意見交換会」 において、食品衛生監視指導計画をはじ め、 食の安全性確保に

関する施策について意見交換を行います。  

３ ） ホームページの充実 
◆食中毒や違反食品などの最新情報を掲載し ます。  

◆食品衛生法の改正に関する情報提供を行います。  

◆電子メ ールでの問い合せは常時受け付けます。  

４ ） メ ディ アやパンフ レ ッ ト などによる情報提供 

◆食中毒予防啓発のため、 パネル展示を行う ほか、 市報・ SN S などを利用し て積極的に

情報提供を行います。  

◆食品衛生に関するパンフ レッ ト を作成し て衛生講習会や窓口等で配布し 、 情報提供・

注意喚起を行います。  

◆新潟市食育・ 花育センタ ーにて、食品衛生及び食品表示に関する展示を行い、小学生や

子育て世代に対する普及・ 啓発を行います。  

５ ）「 動く 市政教室」 などによる施設の見学・ 紹介 
◆食肉衛生検査所において、「 動く 市政教室」 による施設の見学及び業務概要の説明など

を行います。  

６ ） 手洗い教室教材貸出事業の実施 

◆学校・ 事業所・ 福祉施設等で「 手洗い教室」 を実施するために必要な教材を貸出し する

こ と により 、 食品等事業者及び消費者に対し 広く 食中毒予防のための適切な手洗いの

普及促進を図り ます。  

 

 

 

    市民ニーズの把握 １  

    市民への情報提供と 意見交換 ２  

第１ ０  市民と のコ ミ ュ ニケーショ ン  
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１ ） 食品衛生監視指導計画策定に係る情報提供と 意見交換  
◆「 令和６ 年度新潟市食品衛生監視指導計画」 の策定に当っ ては、趣旨及び概要をでき る

だけわかり やすく 公表すると と も に、 ホームページなどを通じ て消費者・ 食品等事業

者を含めた市民から の意見を広く 求めます。  

２ ） 食品衛生監視指導計画の実施状況の公表 
◆「 令和５ 年度新潟市食品衛生監視指導計画」 に基づく 施設への立入監視検査及び収去

検査などの実施結果を、 令和６ 年６ 月末までにホームページで公表し ます。  

◆「 令和６ 年度新潟市食品衛生監視指導計画」 に基づき 、夏期、 年末等の一斉取締り 事業

や食品等の収去検査を実施し 、 その実施状況や結果を年度途中に適宜公表し ます。  

◆「 令和６ 年度新潟市食品衛生監視指導計画」 に基づく 施設への立入監視検査及び収去

検査などの実施結果は、 令和７ 年６ 月末までにホームページで公表し ます。  

 

    食品衛生監視指導計画に係る情報提供と 意見交換 ３  
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（参考） 食品の種類ごと の衛生管理のポイ ント  

 

 

 

 

食 品 の 種 類 衛 生 管 理 の ポ イ ン ト  

食肉 

食鳥肉 

食肉製品 

・ 健康な豚・ 牛などの搬入 

・ TSE スク リ ーニン グ検査の実施と 特定部位の管理 

・ 食肉の衛生的取扱いと 微生物汚染防止の徹底 

・ 動物用医薬品などの残留物質検査 

・ 食鳥肉の微生物汚染防止の徹底 

・ 生食用食肉類の適正な取扱いの徹底 

・ 製造又は加工に係る記録の作成と 保存の状況の確認 

乳 

乳製品 

・ 原料受入時における安全性確保の推進 

・ 製造等に係る記録の作成と 保存の状況の確認 

・ 食品等事業者による製品の自主検査の徹底 

・ 流通管理（ 温度、 衛生的な取扱いなど） の徹底 

食鳥卵 

・ 新鮮な正常卵の受入れの徹底 

・ GP センタ ー（ 選別包装施設） における衛生管理の徹底 

・ 販売、 調理施設などにおける衛生管理の徹底 

魚介類 

水産加工品 

・ 有毒・ 有害魚介類の排除の徹底 

・ 適正な温度管理、 衛生的な取扱いの徹底 

・ ふぐ に関する適正な管理、 取扱いの徹底 

・ 生食用魚介類の衛生管理の徹底 

・ 製造過程又は加工過程における微生物汚染の防止の徹底 

・ 製造又は加工に係る記録の作成と 保存の状況の確認 

野菜、 果実、  

穀類、 豆類、  

種実や加工品 

・ 市場などにおける流通管理の徹底 

・ 残留農薬検査の実施及び食品等事業者による出荷時検査 

・ 販売、 調理施設などでの衛生管理の徹底 

・ 生食用野菜・ 果実等の衛生管理の徹底 

・ 製造又は加工に係る記録の作成と 保存の状況の確認 

・ 遺伝子組み換え表示対象食品における分別生産流通管理（ I P ハンド リ

ング [ ※２ ８ ） 証明書の確認 

食品添加物 

その他 

・ 食品添加物に関する使用記録、 表示の確認 

・ アレルゲンを含む食品に関する表示の確認 
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用語説明 

 

※１【食品衛生法】 

食品の安全性確保のために公衆衛生上の見地から 必要な規制を 講じ 、 飲食に起因する衛生上の

危害発生を防止し 、 も っ て国民の健康の保護を 図るこ と を 目的と し た法律。  

 

※２【食品等事業者】 

食品等（ 食品添加物、 容器包装を 含む） を 製造、 輸入、 加工、 調理、 貯蔵、 運搬、 販売する事業

者。  

 

※３【H ACCP】 

日本語では「 危害分析重要管理点」 と 訳さ れる。 食品の製造・ 加工工程のあら ゆる段階で発生

する恐れのある危害を 分析し 、 製造工程のどの段階で対策を 講じ ればより 安全な製品を 得るこ

と ができ るかと いう 重要管理点を 定め、 こ れを 連続的に監視するこ と により 製品の安全を 確保

する衛生管理の手法のこ と 。  

 

※４【枝肉】 

食肉センタ ーにて家畜が解体処理さ れた最終形態で、 頭部・ 皮・ 内臓や四肢の先端を 取り 除き

脊椎に沿っ て半分にし た骨付き の肉。  

 

※５【集団給食施設】 

食品衛生法の改正によ り 、 営業以外の場合で学校、 病院その他の施設において継続的に不特定

又は多数の者に食品を 供与する施設と し て分類さ れたも ので、1 回の提供食数が 20 食程度以上

の場合は、 食品衛生法に基づく 届出が必要と なる。  

 

※６【ノロウイルス】 

人に急性胃腸炎を 引き 起こ すウイ ルスの一つで、 平成９ 年に改正さ れた食品衛生法で、 食中毒

の原因物質に追加さ れた。 冬期に多く 発生し 、 ノ ロウイ ルスを 蓄積し た二枚貝類の生食や、 ノ

ロウイ ルスに汚染さ れた食品を 介し た食中毒の他、 育児や介護などを 介し て人から 人へと 感染

する場合も あり 、 食中毒と し ても 感染症と し ても 注意が必要である。  

 

※７【大量調理施設衛生管理マニュアル】 

「 大規模食中毒対策等について」（ 平成９ 年３ 月２ ４ 日付け衛食第８ ５ 号厚生省生活衛生局長通

知） の別添で、集団給食施設等における食中毒を 予防するために、HACCPの概念に基づき 作成さ

れた衛生管理マニュ アル。  

 

※８【ふぐ処理責任者】 

ふぐ の除毒、 その他取扱いに関する 知識と 技術を 有し 、 公益社団法人新潟県食品衛生協会が実

施する ふぐ 処理責任者認定試験に合格し た有資格者。 新潟県内における営業施設でふぐ の除毒

処理を 行う 際には、 ふぐ 処理責任者の設置が求めら れる。  

 

※９【収去検査】 

『 食品衛生法』、『 食品表示法』 に基づき 、 食品関係営業施設に食品衛生監視員が立入り 、 基準

等に適合し ているかどう か調べるため、必要最小量の食品や食品添加物等を 検体と し て採取し 、

試験検査するこ と 。  
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※１０【動物用医薬品】 

家畜の病気や寄生虫の予防または治療などの目的に使用さ れる医薬品。抗生物質、合成抗菌剤、

内寄生虫駆除剤などがあり 、 食品衛生法では残留基準値が規定さ れている。  

 

※１１【規格基準】 

『 食品衛生法』 に基づき 、 食品や添加物などについて一定の安全レ ベルを確保するために定め

ら れた規格や基準で、規格基準に合わない食品などは製造、使用、販売などが禁止さ れている。  

 

※１２【食品表示法】 

食品を 摂取する際の安全性及び一般消費者の自主的かつ合理的な食品選択の機会を 確保するた

め、『 食品衛生法』、『 Ｊ Ａ Ｓ 法[ ※２ ９ ]』、『 健康増進法』 の食品の表示に関する規定を 統合し て創

設さ れた法律。 平成２ ５ 年６ 月２ ８ 日に公布さ れ、 平成２ ７ 年４ 月１ 日に施行さ れた。  

 

※１３【カンピロバクター】 

食中毒の原因菌であり 、 家畜や家き んの腸内に常在する。 汚染さ れた食肉などを 介し て経口感

染する 。 鶏肉や牛レ バーなどを 生や加熱不足で食べたこ と が原因と 疑われる事例が報告さ れて

いる。  

 

※１４【腸管出血性大腸菌】 

家畜や人などの糞便中に存在する大腸菌のう ち、 毒力の強いベロ毒素（ 志賀毒素群毒素） を 

産生し 、 消化器症状や合併症を引き 起こ す病原性の強い大腸菌。 子供や高齢者では溶血性尿 

毒症症候群などの合併症による死亡例を認める。菌体の表面形状により 分類さ れており 、O157、 

O111、 O26 などが代表的。  

 

※１５【営業届出制度】 

H ACCP に沿っ た衛生管理の制度化に伴い、 食品等事業者を把握でき るよう 創設さ れた制度。

許可営業及び一部の届出対象外営業を 除く 全ての営業が当該制度の対象と なる。 施設基準は適

用さ れないが、 許可営業と 同様、 食品衛生責任者を 設置し 、 H ACCP に沿っ た衛生管理に取り

組む必要がある。  

 

※１６【伝達性海綿状脳症（ＴＳＥ）】 

牛では牛海綿状脳症（ BSE ）、 めん羊・ 山羊ではスク レ イ ピーと 呼ばれる病気の総称。 プリ オン

と いう 体内の蛋白質が異常化し たも の（ 異常プリ オン ） が原因と いわれ、脳の組織が海綿状（ ス

ポンジ状） になり 、 運動失調や起立不能などの神経症状を 起こ す。  

 

※１７【特定部位】 

異常プリ オンが高濃度に存在すると さ れる部位（ 脳と 眼球を 含む頭部、 脊髄等） のこ と で、 焼

却処分が義務付けら れている。  

 

※１８【広域流通食品】 

比較的規模の大き い食品製造施設で製造さ れ、 市域、 県域を越え広範囲に大量流通する 食品。  
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※１９【広域連携協議会】 

監視指導の実施に当たっ ての連携協力体制の整備を 図るこ と を 目的に、 食品衛生法第２ １ 条の

３ に規定に基づき 設置さ れる協議会。 広域的な食中毒事案の発生や拡大の防止に必要がある場

合には、 国（ 地方厚生局） と 関係自治体と で協議会を 開催し 、 食中毒の原因調査及びその結果

に関する必要な情報を 共有するなどし て、 効果的な原因調査、 適切な情報発信等を 実施する。  

 

※２０【成分規格】 

規格基準のう ち、 食品や添加物の成分についての規格。  

 

※２１【食品衛生監視員】 

『 食品衛生法』 に基づいて、 営業施設の立入監視検査、 営業者への報告要求、 食品衛生に関す

る指導などを 行う 、 国・ 都道府県・ 保健所を 設置する市・ 特別区において任命さ れた職員。  

 

※２２【公衆衛生上必要な措置に係る基準】 

『 食品衛生法』 に定めら れる基準で、 施設の内外の清潔保持やねずみ・ 昆虫の駆除対策などの

一般的な衛生管理に加え、 食品衛生上の危害の発生を 防止するために特に重要な工程を 管理す

るための取組（ H ACCP に沿っ た衛生管理） に関し ての規定が設けら れている。 営業者はこ の

基準に従い、 公衆衛生上必要な措置を 自ら 定め、 遵守し なければなら ないと さ れている 。  

 

※２３【施設基準】 

『 食品衛生法』 や『 新潟県食品衛生法施行条例』 により 規定さ れた食品営業施設内の食品衛生

上必要な設備機器等に関する基準。 こ の基準を 最低限守るこ と が営業者に要求さ れる。  

 

※２４【新潟市食品衛生協会】 

食品衛生の向上を 目指す食品営業者によっ て設立さ れた組織。 会員数は約 2,500 人であり 、 平

成２ ２ 年度から 「 食の安心・ 安全・ 五つ星事業」 を 立上げ、 会員相互の連携強化と 更なる食品

衛生の推進を 図っ ている。  

 

※２５【食品衛生指導員】 

食品衛生に関し ての専門の講習会を 受講し た食品衛生協会の会員（ 営業者等） のこ と で、 食品

の自主検査の実施や地域の飲食店などに自主的に巡回を行い、 食品衛生の向上に努めている。  

 

※２６【食品衛生責任者】 

食品衛生法において、 施設に設置が義務づけら れた衛生管理の責任者。 製菓衛生師や調理師、

所定の講習会を 受講し た人などが食品衛生責任者と し て保健所に届出さ れ、 営業者から 施設の

衛生管理に責任者と し て命じ ら れる。  

 

※２７【食の安全意見交換会】  

新潟市食の安全基本方針に基づき 、 本市における食の安心安全の確保を 目的と し 、 食品衛生や

食の安全に係る施策についての意見交換を 行う 会議。 各分野から 広く 意見を 募る ために、 委員

は市民（ 公募委員） を 初めと し て、 学識経験者や関係団体等で構成さ れる。  

（ 参考） 食の安全意見交換会開催状況等のホームページ 

http://www.ci ty.n i i gata.l g.jp/sh isei/gyoseiunei/sonota/fuzokuk ik ankonwakai/

konwakai/sonota/hokeneisei/hoken jyo/shoku _ anzen/index.h tm l 

 

http://www.city.niigata.lg.jp/shisei/gyoseiunei/sonota/fuzokukikankonwakai/


２ ０  

※２８【分別生産流通管理（I P ハンドリング）】 

遺伝子組み換えさ れた農産物が、 非組み換えのも のと 混ざら ないよ う に生産から 流通の各段階

でき ち んと 分別管理を し 、 その分別管理を し たと いう 証明書を つけて加工業者などに提供する

システム。  

 

※２９【ＪＡＳ法】 

『 農林物資の規格化等に関する法律』 の略称（ 旧名称は「 農林物資の規格化及び品質表示の適

正化に関する法律」）。『 食品表示法』 が制定さ れるまでは、 消費者の適切な商品選択を目的

に、 販売さ れる全ての生鮮食品、 加工食品及び玄米精米の表示についても 規定し ていた。  



２ １  

        【   関   係   機   関  】  

 新潟市  

  保健所食の安全推進課 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·  TE L： 025-212-8000 

  食肉衛生検査所 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·  TE L： 025-261-2600 

  衛生環境研究所 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·  TE L： 025-231-1231 

 

 新潟県  

  福祉保健部生活衛生課 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·  TE L： 025-280-5205 

福祉保健部健康づく り 支援課 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·  TE L： 025-280-5198 

農林水産部食品・ 流通課 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·  TE L： 025-280-5743 

 

 厚生労働省  

  医薬・ 生活衛生局食品監視安全課 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·  TE L： 03-5253-1111㈹ 

  関東信越厚生局食品衛生課 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·  TE L： 048-740-0762 

  新潟検疫所食品監視課 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·  TE L： 025-244-4405 

 

 農林水産省  

  北陸農政局新潟県拠点 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·  TE L： 025-228-5216 

  独立行政法人農林水産消費安全技術センタ ー（ 本部）  · · · · · · · · · · · · ·  TE L： 050-3797-1830㈹ 

  

 消費者庁  · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·  TE L： 03-3507-8800㈹ 

   

 

 

 

 

【 新潟市の各機関のホームページアド レ ス】  

 

 新潟市ホームページ 食の安全 

 

http://www.ci ty.n i i gata.l g.jp/i ryo/shoku/index.htm l 

 

 

食肉衛生検査所 

 

http://www.ci ty.n i i gata.l g.jp/i ryo/shoku/syokuei/

shokueish isetsu/shokun iku/index.h tm l 

  

 

 衛生環境研究所 

 

http://www.ci ty.n i i gata.l g.jp/i ryo/shoku/syokuei/

shokueish isetsu/eisei_ k en/index.h tm l 

 

http://www.city.niigata.lg.jp/iryo/shoku/index.html
http://www.city.niigata.lg.jp/iryo/shoku/syokuei/
http://www.city.niigata.lg.jp/iryo/shoku/syokuei/

